
【解説】 

令和５年中の扶養状況は２人（妻、子１人）だったため、所得税分の定額減税額は90,000円で、令和6年度調整給付金は30,000円であった。 

令和６年中に子どもが生まれて扶養親族が１人増え、所得税分の定額減税可能額が120,000円となった場合、令和6年分推計所得税額60,000円、

定額減税可能額（所得税分）90,000円、令和６年度調整給付金が30,000円だったのに対し、令和６年所得税額60,000円、定額減税可能額

120,000円となったことで、本来給付されるべき給付額は60,000円となる。 

これにより、令和6年度調整給付金30,000円と本来給付されるべき給付額60,000円の差額である30,000円が不足額給付金として支給される。


